④不登校率は上昇（東京23区）小中一貫教育の全国的モデルケースとなっている品川区は小・中とも平均より約10ポイントも非常に高くなっています。

　子供たちの発達段階を考慮せず、教育学的効果・根拠も検証もされていない小中一貫教育は中止すべきである事を強く求めて、私の代表質問を終わります。

○永山盛廣　議長
　ここで、15分間、休憩いたします。

(午後３時13分　休憩)

(午後3時30分　再開)

○永山盛廣　議長

　休憩前に引き続き会議を開きます。

　会議時間を延長いたします。

　我如古一郎議員。

○我如古一郎　議員

　日本共産党の我如古一郎です。

　日本共産党那覇市議団を代表して、代表質問を行います。

　初めに、ＴＰＰ交渉参加について質問いたします。

　「関税ゼロ」を強要するＴＰＰは、沖縄のサトウキビをはじめとした農漁業を土台から破壊するだけではなく、「非関税障壁」撤廃の名のもとに食の安全、医療、雇用、公共工事など24項目ものルールを壊し、暮らしのあらゆる分野に甚大な被害をもたらすなど、国の形を変える大問題となっています。国民に情報も与えず、合意も得ないで、米国に先に約束をする民主党政権のやり方は、亡国の政治そのものであります。市長の見解を問うものであります。

　ＴＰＰ締結により、地方自治体・本市の公共事業も金額により国際入札の対象になるといわれています。どのようなことが想定されるか。仮に本市のこの３年間の事業で、対象になり得る事業は何か。主な件数と金額を問うものです。

　次に、暴力団排除条例について質問します。

　本市の公共工事にも暴力団に関係する作業員が派遣されていたことが、明らかになったが、市の公共事業に暴力団など反社会的勢力が参入できないよう徹底した排除対策を講ずるべきです。当局の見解を問うものです。

　次に、住宅リフォーム助成制度について質問します。

　私が、この制度の創設をはじめに提案したのは、2004年６月議会でした。既に７年が経過いたしました。当初の頃より日本全国いたるところの自治体で、制度創設が拡大しています。建設管理部が努力して実施計画にも計上されていますが、査定はゼロとなっています。

　翁長市長は、今年２月定例会の我が党の代表質問で、「趣旨そのものは大変理解をしておりますから、方向性を大切にしながら早めに確認をしていきたい。市内の業者がどういう形でやっているのか、職員が調査を行っています」と答弁をされています。

　どのような確認調査を行い、現在、どのような論議をしているのか。対応を問うものです。

　新潟県の長岡市は、国の補助金である「社会資本整備総合交付金」も活用して、この制度を年度末の２月に実現いたしました。本市も参考にして、早期に導入すべきではないか。見解を問います。

　次に市の臨時・非常勤職員の待遇改善について質問いたします。

　年収が200万円以下で働く、「官製ワーキング・プア」と言われる状況にある、本市の非常勤･臨時職員の賃金･労働条件の改善が求められています。

　非正規職員の数と比率は、2009年と2011年ではどのようになっているか。５年・７年・10年未満及び10年以上の数と比率を問うものです。

　また、恒常的な業務は正規職員化を図るべきです。見解を問うものです。

　何年勤めても昇給がないのは、生き甲斐を持って公務労働に頑張っている非常勤労働者のモチベーションをも低下させていると考えます。正規職員に仕事を教えることのできる経験豊富な非常勤職員は、賃金を上げるなどの改善が必要ではないでしょうか、見解を問うものです。

　次に再任用制度について質問します。

　再任用制度の創設と国の定年延長に向けた制度の見直しを行うべきです。見解を問います。

　残り時間は自席にて行います。

○永山盛廣　議長
　翁長雄志市長。

○翁長雄志　市長

　我如古一郎議員の代表質問、私のほうからは３番目の「住宅リフォーム助成制度」についての１点目のうち、現在どのような論議をしているかのご質問にお答えいたします。

　住宅リフォーム助成制度は、既存住宅のストック形成の促進とともに地域経済の活性化を図ることを主な目的の１つとしております。

　私はこれまで、屋上緑化やみどりのカーテン整備事業、太陽光発電などに助成をしながら、関連業種の活性化とともに、地域経済の活性化につなげようと環境面からの支援を実施してまいりました。

　また、今回の実施計画におきましては、子供の分野に重点をおく観点から、議員ご指摘の「住宅リフォーム助成事業」と同様の、市内認可外保育施設に対する施設改修費への補助事業を新規採択をしております。

　これにより、市内の住宅リフォーム関連業者の受注機会を確保し、地域経済が活性化するとともに、子供のための施策の拡充が図られるものと期待をいたしております。

○永山盛廣　議長
　新里勉経済観光部長。

○新里勉　経済観光部長

　我如古一郎議員の代表質問中、１番目、ＴＰＰ交渉参加についての（1）についてお答えいたします。

　ご承知のようにＴＰＰは、加盟国間で取り引きされる全品目について関税を撤廃することが基本とされていることから、特に農畜産業において影響が大きいと言われております。

　県内における影響としては、基幹産業であるサトウキビやパイナップル、牛肉等に壊滅的な打撃を与えるばかりでなく、食品関連産業に至るまで多方面にわたり深刻な影響が出ることが懸念され、県議会、市議会においても、ＴＰＰ交渉反対の決議がなされております。

　また、全国市長会は、去る11月に農林水産政策の推進に関する重点提言の中で、ＴＰＰ交渉参加のあり方に関しては、「国民に対し詳細な情報を開示し、十分な議論を尽くし、国民的な合意を得た上で、慎重に対応すること」を国に求めているところでございます。

○永山盛廣　議長
　渡慶次克彦企画財務部長。

○渡慶次克彦　企画財務部長

　我如古一郎議員の代表質問の１番目、ＴＰＰ交渉参加に関するご質問のうち、(2)についてお答えいたします。

　環太平洋連携協定、いわゆるＴＰＰに関しましては、今のところその内容について国からの十分な説明がないことから、本市への影響について具体的に申し上げることはできませんが、現存するシンガポールほか３カ国間で締結されている現在の戦略的経済連携協定において示された政府調達基準額を参考に、我が国がＴＰＰを締結した場合の本市への影響についてお答えいたします。

　公共ハード事業の主な事業として、市営住宅建設事業を例にとりますと、石嶺市営住宅、宇栄原市営住宅、大名市営住宅の建設工事で、政府調達基準額、これは国際入札の対象となる額でございますが、１件７億6,500万円以上となる建設工事は、平成24年度以降で17件、金額にいたしまして304億円余りが国際入札の対象になると見込まれております。さらに、業務委託や物品購入等のサービス関連の調達基準額につきましても、１件750万円以上が国際入札の対象になるとされ、本市におきましても、相当の件数が対象になるものと思われます。以上でございます。

○永山盛廣　議長
　佐久川馨市民文化部長。

○佐久川馨　市民文化部長

　我如古一郎議員の代表質問の２、暴力団排除条例についてお答えいたします。

　新聞報道でもございましたように、本市発注の旧庁舎解体工事において、下請け業者が雇い入れた作業員が、暴力団関係者の経営する無登記会社から派遣されていたことが明らかになり、労働者派遣法違反により当該暴力団関係者と社員１人が逮捕、略式起訴されております。

　本市といたしましては、今後このようなことが発生しないためにも市発注の公共工事や事務事業からのすべての暴力団関係、関連者を排除できるような対策を講じる必要があると思っております。

　そのため、来年２月開催予定の本市議会に向けて暴力団排除のための条例を整備し提案してまいりたいと考えております。

○永山盛廣　議長
　新垣昌秀建設管理部長。

○新垣昌秀　建設管理部長

　我如古一郎議員の代表質問、３番目、住宅リフォーム助成制度についての１点目のうち、確認調査と、２点目の先進事例を参考にすべきとのことについてお答えします。

　まず１点目の市内業者の確認調査につきましては、市営住宅における修繕業務をとおして、業種や修繕項目、修繕金額などの把握を行っております。

　次に、２点目の先進事例を参考にすべきとのことについてお答えします。

　長岡市が今年度から実施している住宅リフォーム助成制度は、国の補助制度を活用し、助成率20％、助成金額10万円となっております。

　本市におきましても、本制度を持続的な制度として構築していくためには、国の補助金を活用した助成制度にする必要があると考えております。

　今後は、事業の優先度を勘案しながら、住宅政策の１つとして、市民の良好な住環境の形成に努めてまいりたいと考えております。

○永山盛廣　議長
　知念覚総務部長。

○知念覚　総務部長

　我如古一郎議員の代表質問の４、市の臨時・非常勤職員の待遇改善についての(1)、非正規職員の数と比率、及び恒常的な業務は正規職員化を図るべきではないかとのご質問についてお答えいたします。

　2009年４月１日現在の非正規職員は1,381人で36.2％となっております。また、2011年４月１日現在の非正規職員は、1,519人で39.2％となっております。

　次に、各雇用年数における非常勤職員の数と比率について、2011年４月１日現在、５年未満は958人で85.9％、７年未満は24人で2.2％、10年未満は30人で2.7％、10年以上は103人で9.2％となっております。

　また、非常勤職員につきましては、市民サービスに配慮しつつ、経費の有効活用を図る観点から、資格を要件とする業務、または臨時的、補助的、定型的な業務等、業務内容を確認し、非常勤職員としての設置が必要であると判断した場合に任用しております。

　次に(2)の非常勤職員の報酬につきましては、同じ職種、同じ業務内容及び同じ勤務形態の場合は、同じ報酬額となることが基本であります。

　非常勤職員の任用期間は、１会計年度となっており、勤務年数を加味した昇給等を行うことは制度的に馴染まないものと考えております。

　しかし、同じ職種でありましても、中心的な役割を担うなど職責の重い新たな職が必要になった場合は、「主任」などの職を設置して、その職責に見合う報酬額を設定することもございます。

　続きまして、再任用制度の創設と定年延長に向けた制度の見直しについてお答えいたします。

　まず、再任用制度につきましては、高齢者雇用の機会を確保し、その知識と経験を活用すること等を目的に、平成13年４月１日付で、地方公務員法の一部を改正する法律が施行されております。

　本市においても庁内に検討委員会等を設置し、同法の改正に合わせ、平成13年２月定例会に関係４条例案を上程いたしましたが、県内景気の状況や、若年層の失業率等を勘案すると、若年者の雇用機会を減らす側面を併せ持つ再任用制度の導入は時期尚早であるとの判断から、同条例案を撤回した経緯がございます。

　しかしながら、公的年金の支給開始年齢の引き上げが行われることを踏まえ、再任用制度の導入について、再度ご検討していただく時期にきており、今後、議会のご意見を拝聴してまいりたいと考えております。

　また、定年延長につきましては、本年９月に、人事院が国会及び内閣に対して、公的年金の支給開始年齢の引き上げに合わせて、国家公務員の定年を段階的に引き上げるべきとの意見の申し出を行っております。地方公務員の定年は、国家公務員につき定められている定年を基準とする必要があることから、今後、定年延長については、国の対応を注視しながら、適切に対応してまいりたいと考えております。

○永山盛廣　議長
　我如古一郎議員。

○我如古一郎　議員

　では、答弁を受けまして、要望と再質問を行っていきます。

　ＴＴＰについてでございます。

　地方自治体の公共事業は、地域要件であるとか、最低制限価格、あるいは分離分割発注といった制度をつくって地元企業を守ってまいりました。下請け業者、そして労働者の賃金を守って、なおかつ工事の質を確保する。こういうことが図られてまいりました。ところがＴＰＰに参加すると、そういう仕組みすべてが「関税障壁」とされてしまいます。

　答弁にありましたように、304億円もの公共事業が県外のゼネコンであるとか、あるいは国際企業に落札される可能性が示唆されております。

　学校の校舎や市営団地などの建替工事は、建築・電気・機械・昇降機など工種と工区に分けて分離分割発注をして、多くの企業が発注できるようにと工夫されたものと私は思っています。これが取り払われてしまったら、県内、市内の企業は本当に壊滅的な打撃を受けることは間違いないと、このことをもってだけでもＴＰＰに参加すべきではないと、強く訴えたいと思います。

　次に暴力団暴の排除条例についてであります。

　市民や企業に対して暴力団との関係を絶つことを課す条例が今度つくられるわけですから、行政の万全、そして毅然とした対応が求められています。

　暴力団暴の排除条例については、市民の人権を侵さないこと、公共事業や市の仕事に反社会的勢力・暴力団を絶対参入させないという強い気持ち、そして市の税金を暴力団の資金源にさせないということを基本にすべきだと考えております。そういった方向でよい条例をみんなでつくっていきたいと思っております。

　次に、住宅リフォーム助成制度について再質問を行います。

　この制度のことをやはりまだ十分にご存じない市民がおられると思っています。改めてこの住宅リフォーム助成制度の内容についてご説明いただきたいと思います。

○永山盛廣　議長
　新垣昌秀建設管理部長。

○新垣昌秀　建設管理部長

　我如古一郎議員の再質問、住宅リフォーム助成制度の内容、意義についてお答えします。

　本市において検討を行っている住宅リフォーム助成制度は、住宅を市内の施工業者に依頼をしてリフォーム工事を行う場合に、経費の一部を助成するものであり、既存住宅を活用した良好な住宅ストック形成の促進、併せて地域経済の活性化を図ることを目的としております。

○永山盛廣　議長
　我如古一郎議員。

○我如古一郎　議員

　この制度は多くの自治体で居住環境の整備、そして経済対策としても有効な制度だと認められてどんどん広がっています。この制度を実施している全国の自治体数の2009年度から2011年度までの推移、そして実施している自治体及び建設業界の評価、経済効果はどのようなものであるのか、改めて説明を願います。

○永山盛廣　議長
　新垣昌秀建設管理部長。

○新垣昌秀　建設管理部長

　我如古一郎議員の再質問にお答えいたします。

　まず１点目の住宅リフォーム助成制度の実施の推移についてですが、全国商工新聞調査によりますと、平成21年度５月時点では19都道府県の83自治体、平成22年10月時点では33都道府県の175自治体、平成23年４月時点では46都道府県の330自治体に実施しているというふうに記事があります。

　次に、実施しているところの経済効果とリフォーム業者の声ということですが、これも全国商工新聞によるものでありますが、市民にとっても業者にとっても魅力的という声や、助成額の数倍の工事額が発注されるなど、経済効果が表れているという掲載があります。

　なお、現在、23年度ですが、沖縄市において実施しておりますが、沖縄市においては申請者に対し、今、アンケートを実施中ということですが、概ね好評という話を聞いております。

○永山盛廣　議長
　我如古一郎議員。

○我如古一郎　議員

　部長も肯定的な方向で頑張っている姿はよくわかるんですけれども、いかんせん実計でゼロ査定という状況にあることをしっかり見守って受け止めていただいて、企画を説得していただきたいと思います。実施の自治体は、今年は全国で330自治体になっています。2009年の3.9倍、2010年の約２倍にもなっていることからもわかります。

　「社会資本整備総合交付金」、国の補助金を活用して、決算剰余金もさらに投入して実施をした新潟県の長岡市のような、しっかりした制度をつくっていただくことを要望してこの件は終わりたいと思います。

　非常勤職員の皆さん、非正規雇用の市の職員の問題です。

　本市の非正規雇用、臨時非常勤の数は、全職員の４割に達しています。2.5人に１人は任期切れと再雇用の繰り返しであります。市役所の窓口、保育所の保育士、幼稚園教諭、市民生活相談員、給食の調理員、ごみ収集作業員、図書館司書など、どれも本市にとって重要な仕事を担っていらっしゃいます。そこで、再質問いたします。

　90年代後半から非正規雇用が拡大して、ワーキング・プアの増大による「貧困」が社会問題化しています。貧困層の多くを若者が占めています。同一価値労働、同一賃金の原則に対する見解を求めたいと思います。

○永山盛廣　議長
　知念覚総務部長。

○知念覚　総務部長

　我如古一郎議員の再質問にお答えします。

　同一価値労働、同一賃金、それから国際労働機関(ＩＬＯ)の憲章の前文に掲げられている基本的人権の１つと考えておりまして、２つあります。まず、同一労働、同一賃金というのが、性別雇用形態、雇用形態はフルタイムかパートタイム、それから派遣職員という解釈です。

　雇用形態、人種、宗教、国籍などに関係なく同一の職種に従事する労働者に対して同一の賃金水準を適用し、労働の量に応じて賃金を支払うことというふうに理解しております。

　あと、それに同一価値労働、同一賃金という概念もございます。価値労働というのは職種が異なる場合であっても、労働の質が同等であれば同一の賃金水準を適応させる賃金政策のことだというふうに理解しております。

○永山盛廣　議長
　我如古一郎議員。

○我如古一郎　議員

　那覇市役所の非正規雇用の増大をこれ以上やってはいけない。正規雇用化を図るべきと思います。

　最後に、川柳を紹介いたします。

　「気がつけば　常勤教える　非常勤」

　「経験を　積んだ頃には　雇止め」

　「賃金は　半分以下でも　倍仕事」

　仕事の内容はほとんど変わらないのに、正規職員と同じ、あるいはもっときつい仕事をやっている非常勤、非正規雇用の労働者の声でございました。改善を求めてまいりたいと思います。

○永山盛廣　議長
　これで本日の代表質問を終わります。

　この際、諸般の報告を行います。

　監査員から水道事業会計、下水道事業会計、及び一般会計、特別会計の平成23年度10月分の例月出納、現金、例月現金、出納検査結果についての報告書が議長あてに届いておりましたので、ご報告いたします。

　これで諸般の報告を終わります。

　以上で本日の日程は、すべて終了いたしました。明日12月８日、木曜日の午前10時に本会議を開き、本日同様、代表質問を行います。

　本日はこれにて散会いたします。ご苦労さまでした。
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